
昭和四十一年自治省令第二十八号

首都圏、近畿圏及び中部圏の近郊整備地帯等の整備のための国の財政上の特別措置に関する法律施行規則

首都圏及び近畿圏の近郊整備地帯等の整備のための国の財政上の特別措置に関する法律施行令（昭和四十一年政令第三百十八号）第三条

第一項、第八条第一項及び第十二条の規定に基づき、首都圏及び近畿圏の近郊整備地帯等の整備のための国の財政上の特別措置に関する法

律施行規則を次のように定める。

（地方債利子補給金の交付の申請等）

第一条　首都圏、近畿圏及び中部圏の近郊整備地帯等の整備のための国の財政上の特別措置に関する法律（昭和四十一年法律第百十四号。

以下「法」という。）第三条の規定による地方債の利子補給を受けようとする都府県の知事は、毎年当該地方債の利子の支払の期日が四

月一日から九月三十日までに到来する分については六月三十日までに、十月一日から三月三十一日までに到来する分については十二月三

十一日までに別記様式による利子補給金交付申請書を総務大臣に提出しなければならない。

２　総務大臣は、前項に規定する利子補給金交付申請書の提出があつたときは、利子の支払の期日が四月一日から九月三十日までに到来す

る分については十月三十一日までに、十月一日から三月三十一日までに到来する分については四月三十日までに当該利子補給金を当該都

府県に交付するものとする。

（事業の種類ごとの都府県の数値）

第二条　首都圏、近畿圏及び中部圏の近郊整備地帯等の整備のための国の財政上の特別措置に関する法律施行令（昭和四十一年政令第三百

十八号。以下「令」という。）第三条第一項の総務省令で定める当該事業ごとの当該都府県の数値は、別表第一に掲げるとおりとする。

（標準負担額に係る特定市町村の数値）

第三条　令第八条第一項の総務省令で定める標準負担額に係る特定市町村の数値は、別表第二に掲げるとおりとする。

（市町村の廃置分合等があつた場合における特定事業に係る負担額の算定方法）

第四条　毎年度四月二日以後における市町村の廃置分合又は境界変更により新たに設置され、又は境界が変更された市町村の当該廃置分合

又は境界変更の日の属する年度における法第五条第一項の式に規定する特定事業に係る負担額の算定方法は、当該廃置分合又は境界変更

の区分に応じ、次の各号に定めるところによる。

一　廃置分合によつて二以上の市町村の区域をそのまま市町村の区域とした市町村については、当該廃置分合前の各市町村の特定事業に

係る負担額を当該市町村の特定事業に係る負担額に合算するものとする。

二　廃置分合によつて一の市町村を分割した市町村については、当該廃置分合前の市町村の特定事業に係る負担額を当該廃置分合前の市

町村の整備計画等（法第三条第一項に規定する整備計画等をいう。以下同じ。）の対象となつている区域のうち当該市町村の区域とな

つたものとその他のものとの人口の割合に応ずるようにあん分して得た額を当該市町村の特定事業に係る負担額に合算するものとす

る。

三　境界変更によつて区域を増した市町村については、当該境界変更前においてその区域の属していた市町村（以下本号中「関係市町

村」という。）の当該境界変更前の特定事業に係る負担額を関係市町村の整備計画等の対象となつている区域のうち当該市町村の区域

となつたものとその他のものとの人口の割合に応ずるようにあん分して得た額を当該市町村の特定事業に係る負担額に合算するものと

する。

四　境界変更によつて区域を減じた市町村については、当該境界変更前の市町村の特定事業に係る負担額を当該境界変更前の市町村の整

備計画等の対象となつている区域のうち当該市町村の区域以外の区域となつたものとその他のものとの人口の割合に応ずるようにあん

分して得た額を当該市町村の特定事業に係る負担額から控除するものとする。

（市町村の廃置分合等があつた場合における普通交付税の額）

第五条　毎年度四月二日以後における市町村の廃置分合又は境界変更により新たに設置され、又は境界が変更された市町村について法第五

条第二項第一号に規定する標準負担額を算定する場合において、当該算定の基礎となる当該市町村に係る普通交付税の額は、地方交付税

法（昭和二十五年法律第二百十一号）第九条の規定により当該市町村に交付される額とする。

（市町村の廃置分合等があつた場合における基準財政収入額等の算定方法）

第六条　昭和三十八年度以降の各年度の四月二日以降における市町村の廃置分合又は境界変更により新たに設置され、又は境界が変更され

た市町村について、法第五条第二項に規定する標準負担額及び財政力指数を算定する場合において、当該算定の基礎となる当該市町村に

係る当該廃置分合又は境界変更の日の属する年度（以下本条中「当該年度」という。）の基準財政収入額若しくは児童手当特例交付金（地

方特例交付金等の地方財政の特別措置に関する法律（平成十一年法律第十七号）第三条第二項に規定する児童手当特例交付金をいう。以

下本条において同じ。）、特別とん譲与税、自動車重量譲与税、航空機燃料譲与税、地方道路譲与税及び交通安全対策特別交付金（道路法

（昭和二十七年法律第百八十号）第七条第三項の市にあつては、児童手当特例交付金、特別とん譲与税、自動車重量譲与税、航空機燃料

譲与税、地方道路譲与税、石油ガス譲与税及び交通安全対策特別交付金。以下本条において同じ。）の収入見込額又は基準財政需要額の

算定方法は、当該廃置分合又は境界変更の区分に応じ次に定めるところによる。

一　廃置分合によつて二以上の市町村の区域をそのまま市町村の区域とした市町村については、当該廃置分合前の各市町村の当該年度に

係る地方交付税法第十四条の規定により算定した基準財政収入額若しくは児童手当特例交付金、特別とん譲与税、自動車重量譲与税、

航空機燃料譲与税、地方道路譲与税及び交通安全対策特別交付金の収入見込額又は同法第十一条の規定により算定した基準財政需要額

をそれぞれ合算するものとする。

二　廃置分合によつて一の市町村の区域を分割した市町村については、当該廃置分合後の市町村が当該年度の四月一日に存在したものと

仮定して地方交付税法第九条第二号の規定の例によつてそれぞれ計算するものとする。

三　境界変更によつて区域を増した市町村については、当該市町村の当該年度における地方交付税法第十四条の規定により算定した基準

財政収入額若しくは児童手当特例交付金、特別とん譲与税、自動車重量譲与税、航空機燃料譲与税、地方道路譲与税及び交通安全対策

特別交付金の収入見込額又は同法第十一条の規定により算定した基準財政需要額に当該境界変更に係る区域を基礎とする独立の市町村

が当該年度の四月一日に存在したものと仮定して地方交付税法第九条第二号の規定の例によつて計算した基準財政収入額若しくは児童

手当特例交付金、特別とん譲与税、自動車重量譲与税、航空機燃料譲与税、地方道路譲与税及び交通安全対策特別交付金の収入見込額

又は基準財政需要額をそれぞれ合算するものとする。

四　境界変更によつて区域を減じた市町村については、当該境界変更後の当該市町村が当該年度の四月一日に存在したものと仮定して地

方交付税法第九条第二号の規定の例によつてそれぞれ計算するものとする。

（市町村の廃置分合等があつた場合における財政力指数）

第七条　昭和三十九年度以降の各年度における市町村の廃置分合又は境界変更により新たに設置され、又は境界が変更された市町村の当該

廃置分合又は境界変更の日の属する年度（以下本条中「当該年度」という。）からその翌翌年度までの法第五条第一項の式に規定する財

政力指数は、年度の区分に応じ、次の各号に定めるところによる。
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一　当該年度及び当該年度の翌年度　当該市町村の当該年度の地方交付税法第十四条又は前条の規定により算定した基準財政収入額を当

該年度の同法第十一条又は前条の規定により算定した基準財政需要額で除して得た数値

二　当該年度の翌翌年度　前号の数値及び当該市町村の当該年度の翌年度の地方交付税法第十四条の規定により算定した基準財政収入額

を当該年度の翌年度の同法第十一条の規定により算定した基準財政需要額で除して得た数値を合算したものの二分の一の数値

附　則　抄

１　この省令は、公布の日から施行し、昭和四十一年度分の予算に係る国の負担金又は補助金から適用する。

附　則　（昭和四二年三月三一日自治省令第八号）

この省令は、公布の日から施行し、昭和四十一年度分の予算に係る国の負担金又は補助金から適用する。

附　則　（昭和四三年三月三〇日自治省令第八号）

この省令は、公布の日から施行する。

附　則　（昭和四五年一月一〇日自治省令第一号）

この省令は、公布の日から施行する。

附　則　（昭和四五年三月三一日自治省令第六号）

この省令は、公布の日から施行し、昭和四十四年度分の予算に係る国の負担金又は補助金から適用する。

附　則　（昭和四六年三月三〇日自治省令第七号）

この省令は、公布の日から施行し、昭和四十五年度分の予算に係る国の負担金又は補助金から適用する。

附　則　（昭和四七年三月三〇日自治省令第三号）

この省令は、公布の日から施行し、昭和四十六年度分の予算に係る国の負担金又は補助金から適用する。

附　則　（昭和四八年三月二四日自治省令第七号）

この省令は、公布の日から施行し、昭和四十七年度分の予算に係る国の負担金又は補助金から適用する。

附　則　（昭和四九年三月九日自治省令第四号）

この省令は、公布の日から施行し、昭和四十八年度分の予算に係る国の負担金又は補助金から適用する。

附　則　（昭和五一年三月二三日自治省令第四号）

この省令は、公布の日から施行し、昭和五十年度分の予算に係る国の負担金及び補助金から適用する。

附　則　（昭和五一年六月二二日自治省令第二〇号）

この省令は、公布の日から施行する。

附　則　（昭和五二年三月二八日自治省令第七号）

この省令は、公布の日から施行する。

附　則　（昭和五四年八月二二日自治省令第一七号）

この省令は、公布の日から施行し、改正後の別表第二の規定は、昭和五十四年度分の予算に係る国の負担金又は補助金から適用する。

附　則　（昭和五八年三月二三日自治省令第九号）

この省令は、公布の日から施行する。

附　則　（昭和五八年六月八日自治省令第二〇号）

この省令は、公布の日から施行する。

附　則　（昭和六一年六月一四日自治省令第一四号）

この省令は、公布の日から施行する。

附　則　（平成三年九月二一日自治省令第二四号）

この省令は、公布の日から施行し、平成三年度分の予算に係る国の負担金及び補助金から適用する。

附　則　（平成八年三月三一日自治省令第一五号）　抄

１　この省令は、公布の日から施行する。

附　則　（平成一二年九月一四日自治省令第四四号）

この省令は、内閣法の一部を改正する法律（平成十一年法律第八十八号）の施行の日（平成十三年一月六日）から施行する。

附　則　（平成一四年三月二六日総務省令第三六号）

この省令は、公布の日から施行し、平成十三年度分の予算に係る国の負担金及び補助金から適用する。

附　則　（平成一七年三月一一日総務省令第二八号）

この省令は、公布の日から施行し、平成十五年度分の予算に係る国の負担金及び補助金から適用する。

附　則　（平成一七年一〇月二七日総務省令第一四九号）

この省令は、公布の日から施行し、平成十六年度分の予算に係る国の負担金及び補助金から適用する。

附　則　（平成一八年三月三一日総務省令第五六号）

この省令は、平成十八年四月一日から施行する。

附　則　（平成一八年一〇月三一日総務省令第一二七号）

この省令は、公布の日から施行し、平成十七年度分の予算に係る国の負担金及び補助金から適用する。

附　則　（平成一九年三月三一日総務省令第五三号）

この省令は、平成十九年四月一日から施行し、平成十九年度分の予算に係る国の負担金及び補助金から適用する。

附　則　（平成一九年一一月七日総務省令第一三五号）

この省令は、公布の日から施行し、平成十八年度分の予算に係る国の負担金及び補助金から適用する。

別表第１（第２条関係）

（百分比）

事

業

の

種

類

近郊整備地帯（区域）関係都府県 都市整備

区域関係

県

都市開発区域関係都府県

都府

県名

茨

城

埼

玉

千葉東

京

神奈

川

京

都

大阪兵庫奈

良

愛知三重茨城栃

木

群

馬

埼

玉

山

梨

福井三重滋賀京都兵庫和歌

山

富山石川長

野

岐

阜

静岡愛知

補

助

公営

住宅

０．

０

０．

２

０．

１４

８

０．

１

０．

３４

４

０．

０

０．

３７

７

０．

０４

２

０．

１

０．

１６

５

０．

０５

２

０．

１４

０

０ ．

１

０ ．

１

０ ．

０

０ ．

０

０．

１６

０

０．

１１

０

０．

２０

３

０．

０３

３

０．

０８

５

０．

１４

４

０．

１２

８

０．

１３

１

０ ．

０

０ ．

１

０．

２２

４

０．

０４

２
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事

業

建設

事業

３

７

１

６

７

１

７

５

８

２

７

５

４

１

２

７

５

２

７

４

６

９

住宅

地区

改良

事業

０．

０

０

３

０．

０

２

０

０．

０１

４

０．

０

１

８

０．

０３

６

０．

０

０

７

０．

０４

０

０．

００

４

０．

０

１

７

０．

０１

６

０．

００

５

０．

０１

３

０ ．

０

１

６

０ ．

０

１

３

０ ．

０

０

２

０ ．

０

０

５

０．

０１

５

０．

０１

０

０．

０１

９

０．

００

３

０．

００

８

０．

０１

３

０．

０１

２

０．

０１

２

０ ．

０

０

７

０ ．

０

１

６

０．

０２

１

０．

００

４

道路

整備

事業

０．

３

２

０

１．

８

８

１

１．

２９

４

１．

３

５

１

２．

７１

８

０．

６

５

４

２．

９７

２

０．

３６

１

１．

５

９

０

１．

４３

５

０．

４５

４

１．

２１

７

１ ．

５

２

５

１ ．

２

２

８

０ ．

２

４

０

０ ．

４

５

４

１．

３９

４

０．

９５

９

１．

７６

４

０．

２９

１

０．

７４

７

１．

２５

８

１．

１１

４

１．

１４

１

０ ．

６

４

６

１ ．

４

６

６

１．

９５

４

０．

３６

９

港湾

整備

事業

０．

２３

２

０．

３９

９

０．

２８

３

０．

０６

９

０．

１８

０

０．

１１

３

０．

２５

５

０．

２９

３

０．

１６

２

０．

３３

１

０．

２２

１

０．

０８

３

０．

２６

０

０．

２４

５

０．

２０

４

０．

３３

３

０．

１０

３

漁港

整備

事業

０．

０１

９

０．

０１

２

０．

０２

６

０．

０３

０

０．

０１

７

０．

０３

５

０．

０２

３

０．

００

８

０．

０２

７

０．

０２

５

０．

０２

２

０．

０３

５

０．

０１

０

河川

事業

０．

１

０

４

０．

６

１

１

０．

４２

０

０．

２

３

８

０．

４７

９

０．

２

１

３

０．

５２

４

０．

１１

７

０．

５

１

６

０．

４６

６

０．

１４

７

０．

１１

５

０ ．

１

４

５

０ ．

１

１

６

０ ．

０

２

２

０ ．

０

４

３

０．

１３

２

０．

０９

１

０．

１６

８

０．

０２

８

０．

０７

１

０．

１１

９

０．

１０

６

０．

１０

９

０ ．

０

６

１

０ ．

１

３

９

０．

１８

５

０．

０３

５

都市

公園

事業

０．

０

０

１

０．

０

０

５

０．

００

４

０．

０

０

４

０．

００

８

０．

０

０

２

０．

００

９

０．

００

１

０．

０

０

４

０．

００

４

０．

００

１

０．

００

３

０ ．

０

０

４

０ ．

０

０

３

０ ．

０

０

１

０ ．

０

０

１

０．

００

３

０．

００

２

０．

００

５

０．

００

１

０．

００

２

０．

００

３

０．

００

３

０．

００

３

０ ．

０

０

２

０ ．

０

０

４

０．

００

５

０．

００

１

直

轄

事

業

道路

整備

事業

０．

２

５

１

１．

４

７

５

１．

０１

５

０．

５

７

５

１．

１５

７

０．

５

１

３

１．

２６

５

０．

２８

３

１．

２

４

７

１．

１２

６

０．

３５

６

０．

９５

５

１ ．

１

９

６

０ ．

９

６

３

０ ．

１

８

８

０ ．

３

５

６

１．

０９

３

０．

７５

２

１．

３８

４

０．

２２

８

０．

５８

６

０．

９８

６

０．

８７

４

０．

８９

５

０ ．

５

０

７

１ ．

１

５

０

１．

５３

３

０．

２９

０

港湾

整備

事業

０．

３９

９

０．

４１

１

０．

２９

２

０．

１１

９

０．

３０

８

０．

１９

３

０．

４３

８

０．

５０

２

０．

２７

８

０．

５６

７

０．

３７

８

０．

１４

３

０．

４４

６

０．

４２

１

０．

３５

０

０．

５７

２

０．

１７

７

河川

事業

０．

６７

７

０．

２１

４

０．

５７

４

０ ．

７

１

９

０ ．

５

７

９

０ ．

１

１

３

０ ．

２

１

４

０．

６５

８

０．

４５

２

０．

８３

３

０．

１３

７

０．

３５

２

０．

５９

３

０．

５２

６

０．

５３

９

０ ．

３

０

５

０ ．

６

９

２

０．

９２

２

０．

１７

４

別表第２（第３条関係）

特定市町村 数値

茨城県 古河市 ０．６９

石岡市 ０．４７

常総市 ０．６５

常陸太田市 ０．３７

鹿嶋市 ０．６０

かすみがうら市 ０．６７

栃木県 鹿沼市 ０．５９

大田原市 ０．６０

那須塩原市 ０．３３

さくら市 ０．５９

群馬県 高崎市 ０．７０

藤岡市 ０．６３

みどり市 ０．７０

埼玉県 川口市 ０．５７

秩父市 ０．５６

本庄市 ０．６１

深谷市 ０．５２

横瀬町 ０．５９

皆野町 ０．３２

千葉県 成田市 ０．６４

君津市 ０．３０

富津市 ０．２８

袖ヶ浦市 ０．５３

東京都 三鷹市 ０．２０

神奈川県 横浜市 ０．３３

川崎市 ０．１５

相模原市 ０．６９
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福井県 永平寺町 ０．４０

南越前町 ０．２５

越前町 ０．２３

山梨県 中央市 ０．６４

長野県 上田市 ０．４０

伊那市 ０．６７

岐阜県 高山市 ０．３６

関市 ０．６６

中津川市 ０．４３

恵那市 ０．３８

山県市 ０．４４

本巣市 ０．５９

関ヶ原町 ０．６８

揖斐川町 ０．３７

八百津町 ０．６１

静岡県 森町 ０．６７

愛知県 名古屋市 ０．２５

豊田市 ０．６９

新城市 ０．５４

三重県 伊勢市 ０．３５

いなべ市 ０．１６

滋賀県 甲賀市 ０．２９

多賀町 ０．５２

京都府 京都市 ０．２８

福知山市 ０．５２

綾部市 ０．６３

宮津市 ０．６５

南丹市 ０．５６

大阪府 堺市 ０．６９

東大阪市 ０．６６

守口市 ０．５２

兵庫県 神戸市 ０．４１

芦屋市 ０．２４

西宮市 ０．３７

尼崎市 ０．１９

宍粟市 ０．３５

奈良県 桜井市 ０．６４

五條市 ０．６９

生駒市 ０．６０

宇陀市 ０．６６

斑鳩町 ０．７０

明日香村 ０．２３

吉野町 ０．５３

下市町 ０．６１

和歌山県 有田川町 ０．３４

日高川町 ０．４５

その他の市町村 １．００
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別記様式（第１条関係）

文 書 番 号

平成 年 月 日

総務大臣 氏 名 殿

都（府県）知事 氏 名 印

首都圏等整備事業債利子補給金交付申請書

首都圏、近畿圏及び中部圏の近郊製備地帯等の整備のための国の財政上の特別

措置に関する法律（昭和41年法律第114号） 第３条の規定により、首都圏等整備

上期事業債の平成 年度 分利子補給金として下記の金額を交付されたく、別紙下期

書類を添えて申請します。

記

金 千円
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借 入 先
（引受）

許可
年度

借  入
（発行）

年 月 日

当初借入
（発行）

額○○○

当期の初日に
おける未償還
額

当期の
利子支
払期日

前期の
利子支
払期日

利息の
年　率

当該団体が支払う５分を超
え ７ 分 ま で （ 平 成 ８ 年
度以後許可のものにあつて
は、３分５厘を超え４分５厘まで）
の利息の年率○○○○○○

当期の利子
支払額

当 期 の 当 該 団 体が 支払 う ５
分 を 超 え ７ 分 ま で （ 平
成 ８ 年 度 以 後 許 可 の も の に
あつては、３分5厘を超え４分５厘
ま で ） の 利 息 の 年 率 で 計 算
した利息の額○○○○○○

令第４条
第１項の
数値

利子補給
交付申請
対象額
 ○Ａ×Ｂ

摘  要

別紙

備考　１　「摘要」欄には、起債条件の変更があった場合における理由、内容その他参考となる事項を記載すること。
　　　２　「縁故資金等」には、縁故資金及び公募資金を含むこと。

都（府県）名○○

首
 
都
 
圏
 
等
 
整
 
備
 
事
 
業
 
債

政
府
資
金

縁
故
資
金
等

計

平
成
七
年
度
以
前
許
可
の
も
の

政
府
資
金

縁
故
資
金
等

計

合 計

平
成
八
年
度
以
後
許
可
の
も
の

上期 

下期 
分利子補給金交付申請額内訳 平成    年度 

千円 円 円 分厘毛 円 円 分厘毛 

Ｂ 
Ａ 

小   計 

小   計 

小   計 

小   計 
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